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第13回  地球環境世界児童画コンテスト

●テ ー マ 
●応募資格   
●締め切り
●応募規定

最優秀賞  1名
国内 ： 特別賞  5名、　入選　20名
海外 ： 特別賞  7名、　入選　40名　 　　　
参加賞　全員
絹谷 幸二　画家　大阪芸術大学教授      他7名

〒104-8691　東京京橋郵便局私書箱264号
地球環境世界児童画コンテスト事務局
2012年8月頃コンテストホームページで

●応募先

●発　表

●　賞

●審査員
●コンテストホームページへお越しください。
　過去の優秀作品の検索や展示会のお知らせをしております。

私の住みたい地球
小学生・中学生
2012年 5月31日（木）　当日消印有効
用紙 ： B４判（257ミリ×364ミリ）または八ツ切りの画用紙
画材 ： 水彩・パステルなど自由

http://www.childrens-drawing.com

地球環境世界児童画コンテスト事務局　〒104-0045　東京都中央区築地2-5-9　TEL 03-3546-3631　FAX 03-3543-8531●お問合せ先

影山 侑恵　大阪府　中学校3年　14歳第12回コンテスト国内最優秀賞

夜空を見上げるとたくさんの星が見えます。その中には、私たちが住める、水と空気のある星があるかもし
れません。でも、見つかったとしても、とても遠いため、移り住むことはできないでしょう。私たちが住める
星はここ、この地球だけなのです。地球は私たち、そして私たちの子孫がこの先もずっと住み続けていく場
所です。あなたはどんな地球に住みたいですか？あなたが住みたい地球の絵を描いて応募してください。

この広い宇宙の中で
私たちが生活できる場所は地球だけです

この広い宇宙の中で
私たちが生活できる場所は地球だけです

この広い宇宙の中で
私たちが生活できる場所は地球だけです

JQA地球環境世界児童画コンテスト優秀作品
 2012年カレンダーを
先着100名さまに差し上げます。
̶̶ご希望の方は、会社名、所在地、所属部署、お名前、電話番号を電子メールで。

iso-network@jqa.jp ＊予定数に達した場合は、JQA Webサイトでお知らせします。

アタリアタリ



― 今後、JQAとして審査にはどのような考え
方で臨みますか。

森廣　審査を通じてお客さまに提供する価値というも

のをあらためて意識したいと考えています。５，６年前

までは、「付加価値」と呼んでいましたが、それでは、な

にかに付け加えた価値のようで、違和感を感じていま

した。そうではなく、審査そのものに価値があるはずで

す。そこを強調したいと思います。

　審査を通じて提供できる価値とは、お客さまにマネ

ジメントシステムを改善する機会を提供し、お客さまの

パフォーマンスを上げることです。マネジメントシステ

ムの運用に関して、こういう運用ができるとパフォーマ

ンスが得られます、と改善ポイントを示していくわけで

す。そこでは、将来のリスクを見越した指摘をすること

もあります。

　多くのお客さまは審査にそうした価値を求めてい

らっしゃいますし、審査で改善ポイントが見つかり、そ

れをきかっけに「ISOは役に立つ」と思っていただける

はずです。わたしたちはお客さま固有の専門技術をす

べて理解しているわけではありません。ただ、わたした

ちは数多くの組織をみて、システムを使った管理技術

に精通しています。そして、管理技術はさまざまな組織

に応用できる部分があり、お客さまに改善のポイントを

ご提供することができます。

■ 業務の流れを中心にすえた
　 プロセス審査を

　国内のISO黎明期には、「○○をしなければいけま

せん」「やっていますか？見せてください」という流れ

で、要求事項の項番に沿って審査を進めることが一

般的でした。プリミティブな審査だったわけです。だか

らこそ、審査そのものに価値があるというより、そこに

なにか別の価値を付け加える必要がある、という議論

が行われていたのでしょう。

　JQAでは、ISO 9001規格が2000年版に改定され

たころから、そうした審査の進め方を見直しました。

お客さまが運用するマネジメントシステムの流れを

聞き、理解しながら、それに沿って、要求事項が満た

されているかどうかをみていく審査にあらためました。

要求事項ではなく、業務の流れを中心にすえて、そこ

から要求事項への適合性をみていく審査です。これ

をISO 9001の2000年版の概念であるプロセスアプ

ローチの関係から、JQAではプロセス審査と呼んでい

ます。

　このプロセス審査をしっかり実現することにより、

初めてお客さまに対する更なる価値提供ができると

信じています。

JQAが審査サービスを開始してから20年余が経過し、ISO認証制度は普及・定
着してきました。お客さまを取り巻く事業環境が変化する中で、マネジメント
システム審査サービスはどのような役割を果たすべきかが、日々問われていま
す。本年4月に審査事業を統括する理事に就任した森廣義和に、これからの審
査のあり方を聞きました。
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― 今後は、プロセス審査の考え方を基本に、
どのような審査に力を入れていきますか。

森廣　複合審査と統合審査です。

　複合審査とは、複数の規格を同時に審査するもので

す。要求事項の中で共通する部分を併せて審査するの

で、審査の効率化を図ることができます。その結果、お

客さまの負担を減らすことにつながります。

　例えば、多くのお客さまがISO 9001規格とISO 

14001規格の認証を取得しています。審査はそれぞれ

別個と考えられている場合がありますが、同じ認証機

関が同じ日に審査するだけでも、審査の効率化を図る

ことができます。

　複合審査をさらに推し進めたものとして統合審査が

あります。これは、システムを統合して運用されている

お客さまを対象に、業務の流れに沿って、お客さまのマ

ネジメントシステムそのものを審査するものです。

■ 統合審査とプロセス審査

　統合審査はまさに、プロセス審査のJQAだからこそ

取り組めるものです。プロセス審査では業務の流れを

中心にすえますから、例えば、あるプロセスに注目して

ISO 9001とISO 14001の審査を同時に実施すること

ができます。複数のISO規格にまたがる審査をシームレ

スに進めていくことができるわけです。

　そもそも統合マネジメントシステムは、規格間のト

レードオフ解消や業務の全体最適が図られるというメ

リットがあります。加えて、複数のマネジメントシステム

を統合して運用するので、審査の効率化によって審査

対応の負担を減らすことができるうえ、マネジメントシ

ステム運用のトータルコスト削減にもつながります。既

に統合したシステム運用を進められているお客さまか

らは、「わが社らしいマネジメントシステムができた」と

のご意見をいただいています。

　このような審査手法は、数ある認証機関の中でもま

だまだ一般化していないと思います。業界の中で先ん

じることができるのではないかと期待もしています。複

合審査を受けていただいたお客さまは、次に統合審

査に向けた準備に取り組まれている場合が多いので、

JQAとしても統合審査に力を入れていきたいと考えて

います。

― 審査サービスの新しいラインナップを紹
介して下さい。

森廣　「組合せ審査」を新たに開始しました。現在対応

しているのは、①情報セキュリティマネジメントシステ

ム規格のISO/IEC 27001に個人情報保護マネジメン

JQAの登録でよかった、という審査  を目指して
̶審査を通じてお客さまに価値提供を

理事・審査事業センター所長

森廣義和
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トシステム規格のJIS Q 15001を組合せる場合、②ISO 

9001やISO 14001にJAMP（アーティクルマネジメン

ト推進協議会）で定める製品含有化学物質管理ガイド

ラインを組合せる場合、③ISO 9001に苦情対応マネ

ジメントシステム規格のISO 10002を組合せる場合の

３種類です。すでに認証取得しているISO規格の定期

審査や更新審査に併せて、組合せる規格やガイドライ

ンの審査を実施します。

　これまでは、新しい規格が登場すると、それにフル

コースで対応してきました。しかしそれでは、その規格

に興味をお持ちのお客さまがフルコースで準備をする

ことになります。そうした中で、「準備には手間をかけ

たくないが、新しい規格のエッセンスは取り入れたい」

といういわばプラスワン志向のニーズがあることが分

かってきたので、組合せ審査としてサービスを開始し

ました。新しく取り入れようとするマネジメントシステム

規格の認証取得に向けた準備を一から始めるのに比

べると、お客さまの負担を軽減することができます。

　今後も業種や社会ニーズにターゲットを絞った規格

の発行が予想されますが、JQAでは既に取得された認

証をベースにお客さまが希望する規格をプラスした審

査を提供していく予定です。なお、今号では、JQAでい

ち早く組合せ審査を受審されたお客さまの事例を紹介

していますので、是非ご覧ください。（P12～17）

― 全社統合に対する意識の高まりがありま
すが、これに対応したサービスはありますか。

森廣　製造業の場合、ISO 9001にしてもISO 14001

にしても、工場単位で認証取得しているのが大半です。

そうした中で、コーポレートとして組織全体のガバナン

ス強化の観点や事業拠点間のマネジメントシステムの

統合に向けてISO認証を活用できないか、とご相談を

受けています。そのために新しい仕組みを導入するの

はたいへんですから、すでに取り入れているISO規格

の仕組みを活用できるとJQAも考えています。

　具体的には、いくつかのパターンが考えられます。①

工場単位の認証をそのままに、認証組織をゆるやかに

連合化するパターン、②工場単位での複数の認証を、

本社を中心とする一つの認証に組み替えるパターン、

③その中間で一つの認証に向けて段階的に認証を組

み替えるまでのパターンです。そこでは、JQAは審査を

通じて例えば本社の方針がきちんと工場に伝わってい

るか、現場の意見が本社に届いているのか、といった

点をみて、コミュニケーションの改善点や潜在的なリス

クを報告することができます。

　すでに、事業環境の変化への迅速な対応や、組織再

編などに向けた準備という面から、ISO規格を新たな

視点で柔軟に利用いただいている組織もあります。

■ 内部監査の活用を提唱

― お客さまへの価値提供として内部監査
の活用を提唱していますが。

森廣　１年くらい前から、「内部監査」「内部監査」と、口

をすっぱくしてあちこちでその活用を提唱しています。

内部監査というのは、日常業務の中でなじみがなく、ISO

規格の認証取得をきっかけに初めて取り入れる、という

お客さまが少なくありません。それだけに、記録を審査

員に見せる必要があるから内部監査をやる、というよう

な形骸化に陥りがちです。そうした状況を、内部監査の

活用を唱えることで打ち破りたい、と思っています。

　規格では内部監査の実施を要求しています。した

がって、内部監査をお客さまの組織を良くするツール

として活用していただければ、審査と連動する形で改

善活動を展開できるでしょうし、さらには、将来、審査と

コラボレーションできるようになるかもしれません。た

だ、審査は年１回にすぎませんから、その段階でなに

かやろうとしても限界があります。むしろ、お客さまの

組織内で恒常的に、改善活動が展開されていく必要が

あります。そのために内部監査を十分活用していただ

きたいと思っています。

　JQAは内部監査に関して多くのお客さまが問題意識

をお持ちだと考えています。この一年で内部監査につ

いての無料セミナーを全国4都市で計15回開催、600

名以上のお客さまが参加され、ご好評をいただいてい

ます。引き続きセミナー等を通じて内部監査の活用を

提唱していきたいと考えています。

― ISO規格の本来あるべき姿を追求してい
きたいという意欲を感じます。

森廣　企業に勤めている友人に近況を伝えると、とり

わけ製造業に携わる人たちにISO審査の評判が良くな

い、と思い知らされます。やらされているという感覚が

強いのでしょう。それは、審査に携わる者として肝に銘

じる必要があると思っています。

　しかし、ISO審査は本来、そういうものではないはず

です。JQAは今まで述べたような、プロセス審査を基本

とした多様な審査に加えて、内部監査の活用などセミ

ナー等を通じたISO活用方法の提案によってお客さま

に価値提供を行っていきます。その結果としてJQAの

登録で良かった、と言っていただけるような審査を目

指していきます。
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内部監査成功のポイント
・トップマネジメントの問題意識に答えを出すこと
　　－ 監査目的の明確化

　　－ 業務の流れに沿った監査

　　－ 監査員の適性と育成

・内部監査をプロセスとして管理すること
　　（継続的改善）

JQA内部監査成功セミナー資料より

内部監査によくある誤解
・ISO規格の全項番を毎回見る必要がある。
・外部審査の前に実施しなければならない。
・トップマネジメントを監査しなければならない。
・トップマネジメントから内部監査が独立していなけれ
ばならない。

・内部監査員は ISO規格に精通していなければならない。
・解決策を教えてはならない。

IMS審査サービスを提供
JQAでは、システムを統合して運用されている組織を対
象に、統合システムの運用を審査するIMS（Integrated 
Management System）審査サービスを提供しており、現在
82の組織にIMS運用証明書を発行しています。登録には以
下の５つの運用基準を満たしている必要があります。

【5つの運用基準】
① 各規格の登録事業者、所在
地を同一にし、主たる業務
を含めること

② 経営者および管理責任者
のもとで、一元的な管理体
制を構築すること

③ システム全体にプロセス
アプローチおよびリスク分
析・評価を適用すること

④ 方針・目的・目標は、各マネ
ジメントシステム間で整合がとれていること

⑤ 統合されたマネジメントシステムとして内部監査とマネ
ジメントレビューを実施すること

森廣義和　略歴

1977年 明治乳業株式会社入社
1992年 株式会社カーギルジャパン入社
2003年 財団法人日本品質保証機構入構
2007年 同　マネジメントシステム部門
 認証センター認証部長
2008年 同　マネジメントシステム部門
 認証センター副所長
2011年 一般財団法人日本品質保証機構　
 理事・審査事業センター所長

JRCA ISO 9001主任審査員、CEAR ISO 14001主任審査員、
JFARB ISO 22000主任審査員



7Vol.23 ● ISO NETWORK 6 ISO NETWORK ● Vol.23

動き出したエネルギー
マネジメントシステムの
国際規格、ISO 50001

改正省エネ法および温対法の施行などエネルギー
管理が強化されていたところに、東日本大震災後
の電力供給力の低下への対応が求められる今、エネルギーマネジメントに対するニーズが一段と高まりを
見せています。こうしたなか、2011年6月にエネルギーマネジメントシステムの国際規格、ISO 50001が
発行されました。今まさに動き出したISO 50001の特徴や期待される効果について、JQAで審査を担当
する小笠原と三﨑が解説します。あわせて、すでに認証を行った2組織の取り組みも紹介します。

－エネルギー使用状況を可視化し、
　パフォーマンス改善を図る

省エネの実践ツールとして、さまざまな組織で利用可能

エネルギーマネジメントは、地球温暖化問題と資源枯渇の脅威、それに関連するエネルギー価格

の不安定化などによって、組織の社会的責任 (SR) のトリプルボトムライン ( 環境・社会・経済 )のす

べてに関わる重要課題となっています。

こうしたなか、新しいエネルギーマネジメントシステム（EnMS）の国際規格、ISO 50001が、「エネ

ルギー使用および効率を定量的に可視化し、業務や組織体質の改革などを通して、エネルギーパフォー

マンスの改善すなわち省エネルギー、エネルギーコスト削減を実現する」ことを意図して発行されました。

ISO 50001の最大の特徴は、エネルギーパフォーマンスの改善に焦点が当てられていることにありま

す。そのため、業種や規模を問わず、あらゆる組織が、エネルギーを管理し、エネルギーパフォーマン

スを継続的に改善していくことに利用できる省エネルギーの実践的なツールと位置づけることができます。

ISO 50001の要求事項は、「エネルギーパフォーマンスの把握」を行うことによって、「エネルギー

パフォーマンスの改善」を図る仕組みが盛り込まれています。

エネルギーパフォーマンス把握のために、ISO 50001ではエネルギーを著しく使用する設備を特定

する「エネルギーレビュー（*1）」の実施、パフォーマンス改善の基準値となる「エネルギーベースライ

ン（*2）」の設定、改善を評価するための「エネルギーパフォーマンス指標（*3）」の設定を要求しています。

この3項目を組み合わせることで、組織はエネルギーパフォーマンスを具体的データ、定量的データに

基づいてチェックする仕組みを形成します。そこでエネルギーに関する課題を抽出し、マネジメントシステ

ムとしてPDCAを回し、設備のエネルギー効率向上や組織の業務改善を進めていくことになるのです。そ

こには、設備のメンテナンスなど運用・保守

によるエネルギーパフォーマンスの改善に加

えて、施設の企画・設計の段階から使用エネ

ルギーを抑制するように、調達面でも配慮す

るという、源流管理によるエネルギーパフォー

マンスの向上という考え方が含まれています。

可視化によるエネルギーパフォーマンスの改善

それでは、ISO 50001の活用は、組織にどのような効果をもたらすのでしょうか？

まず、組織のエネルギー効率向上のための活動状況が、具体的、定量的なデータとして可視化さ

れるため、組織の個々人が意識を高めて省エネを具体的にイメージしながらアクションを起こすきっか

けにすることができます。ムリ・ムダ・ムラを解消する、より積極的な業務改善推進のツールとしての

活用も期待されます。例えば、ものづくりにおける省エネだけでなく本社などオフィスの節電でも、空

調や照明での節減はもちろん、人の移動、物流の効率化、在宅勤務の導入などによって業務スタイル

を変化させて、さらにコストダウンを図るといった取り組みまで視野に入れることが可能になります。

また、エネルギーパフォーマンスを設計 ･調達段階からレビューすることによって、エネルギー消

費資産の有効活用とプロセス改善が進み、ムダのない投資が進められます。

エネルギーの使用状況を定量的に把握することは、他の環境問題への取り組みにも好影響を与え

ます。改正省エネ法 (*4) や温対法 (*5) への対応に加え、温室効果ガス排出量削減や排出権取引の準備

にもなります。

さらに、法規制への対応だけでなく、ISO 50001によってエネルギー管理を自主的に推進し高度

化することにより、エネルギー供給やコストなどのエネルギーに関するリスクを事前に検討することが

でき、エネルギーリスクを回避することにつながります。

ISO 50001 と ISO 14001 による相乗効果

ISO 50001は ISO 14001と一体的に運用することで、新たな相乗効果も期待できます。

まず、ISO 50001と ISO 14001の規格構成には共通点が多く、そのため ISO 14001 登録組織は、

比較的容易に ISO 50001を導入でき、エネルギーの側面を強化した環境マネジメントシステムとし

て統合して運用することもできます。

さらに ISO 14001 登録組織が ISO 50001を導入することで、「データの可視化に基づくパフォー

マンスの改善」という取り組みを、化学物質管理や廃棄物管理など他の環境側面にも水平展開する

ことができます。この結果、既存の環境マネジメントシステムのもとでは法規制遵守を起点に「～を

制定する。～を実施する」といった、システムのプロセスに重きをおいた抽象的な取り組みにとどまっ

ていた組織が、ISO 50001の導入によって「～を、いつまでに、どのレベルにする」といったパフォー

マンスを重視する取り組みに活性化する効果も期待できます。また、源流管理を徹底し、中長期的

な視点、将来志向の視点に立った取り組みも強化されます。

このように、ISO 50001 の活用は、省エネルギーとそれに伴うコストダウン、エネルギーリスクの

低減といった効果だけでなく、エネルギーパフォーマンスの改善に基づいた強化版環境マネジメント

システムを構築するのにも役立つのです。

今後も、さまざまな組織の環境側面の中でエネルギーの使用、消費が重要なものであることは間

違いなく、ISO 50001による早期の取り組みが組織の競争力を高めるものと考えられます。

JQAでは、2011 年 6月の規格発行と同時に審査を開始し、GHG排出量検証など関連サービス

で培った経験を生かし、受審組織の業態や特徴に応じて、過大な負担にならないような審査手法を

開発しています。次のページでは、認証取得事例として、ISO 14001の活動を生かして認証取得に至っ

た組織と本社組織での省エネ活動について認証を取得した組織の取り組みを紹介します。

JQA Business Frontline

（*1） エネルギーレビュー：
・自組織のエネルギー使用を過去・現
在・未来に分けて測定分析し、著しい
エネルギー使用の設備や装置、シス
テムを特定すること。 

（*2）エネルギーベースライン：
・エネルギーパフォーマンスの変化を計
測するために、適切なデータ期間を
とってエネルギー量を測定し作成した
基準値のこと。
 例えば京都議定書の基準値である
1990 年のデータ、改正省エネルギー
法の基準となる前年度データなどを、
絶対値または原単位で基準値としそ
の後の変化の根拠とする。

（*3） エネルギーパフォーマンス指標：
・エネルギーパフォーマンスの監視測定
をするために定めた評価指標のこと。
 例えば前年度からの活動で実質的に
削減した量（kL/t、kWh/kL、km/L、
L/GJ）や、販売高あたりのエネルギー
消費量（kL/ 万円）、従業員あたりの
CO2 排出量（kg-CO2/人）、生産ライ
ンあたりのエネルギーコスト（TJ/ 億円）
など。

(*4) 改正省エネ法： 
1979 年制定の「エネルギーの使用の合
理化に関する法律」（省エネ法）は、業
務部門と家庭部門におけるエネルギー
の使用の合理化をより一層推進するこ
とを目的に、2008 年に改正された。そ
れまでの工場・事業場単位のエネルギー
管理から事業者単位でのエネルギー管
理に規制体系が変わり、事業者全体の
1年間のエネルギー使用量 （原油換算
値）が合計して1,500 キロリットル以上
であれば、そのエネルギー使用量を事
業者単位で国へ届け出て、特定事業者
の指定を受けることになった。

(*5) 温対法：
地球温暖化防止への国際的な動き、「気
候変動枠組条約」を踏まえ、これを推
進するための「地球温暖化対策の推進
に関する法律」として、1998 年に制定
された。2005年改正では、企業の温室
効果ガス排出量の公表が規定された。

審査事業センター環境審査部
部長　小笠原康治

審査事業センター環境審査部
参与　三﨑敏幸

エネルギーパフォーマンスの把握 エネルギーパフォーマンスの改善

● エネルギーレビュー（*1）実施

● エネルギーベースライン（*2）設定

● エネルギーパフォーマンス指標（*3）設定

● 運用・保守による改善
● 企画・設計における改善
● 調達における改善

監視

測定

分析

監視

測定

分析
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ISO 50001 認証取得事例

東京・渋谷区にある恵比寿ガーデンプレイスは、サッポロビール恵比寿工場の跡地に造られた複合施設である。オ
フィスやレストランなど多様な施設を備え、都市再開発事業の先駆としても知られるこの街全体の地域冷暖房を、
約17年間担ってきたのが、サッポログループの地域熱供給会社、株式会社東京エネルギーサービスだ。2011年8月
12日、同社ではISO 50001の認証をいち早く取得した。認証取得に至った背景と、実際の活動で得たメリット、今後
の取り組みについて、同社の代表取締役社長である山本浩三氏と取締役技術部長の堀田英二氏にうかがった。

EnMSは事業活動そのもの ■ 株式会社東京エネルギーサービスの概要
所  在  地：東京都渋谷区恵比寿
設    　立：1989年4月4日
資  本  金：4億9,000万円
従業員数：18名
業務内容：恵比寿ガーデンプレイス地区に
 おける冷水、温水、蒸気及び電
 気の供給
ISO 14001初回登録:　2001年8月24日
ISO 50001初回登録:　2011年8月12日

株式会社東京エネルギーサービス

切望された ISO 50001導入と
6つの目的

　先進の複合施設、恵比寿ガーデンプ
レイスの冷暖房を一手に引き受ける株式
会社東京エネルギーサービスは、環境に
やさしい省エネ型の地域冷暖房を追求し
ている。同社が実践する地域冷暖房と
は、都市ガスをエネルギー源に利用して
コージェネレーションシステムで電気や蒸
気を作り、さらに蒸気から熱交換の仕組
みなどで冷水や温水を作り出し、該当地
域全体の冷暖房に活用するというもの
だ。一般的な建物別の冷暖房と比較す
ると、集約した設備によってエネルギー
の安定供給・有効利用が図れ、メンテ
ナンスコスト抑制や省スペース化といっ
た多様なメリットがある。 →

→同事業にとってエネルギーマネジメ
ントは、まさに事業そのものという位
置づけだ。それだけに国際規格になっ
た ISO 50001の導入は、同社にとっ
て切実な要望であった。
　「2001年に ISO 14001の認証を取
得し、その枠内でエネルギーマネジメ
ントシステムの構築・運用に取り組み、
一定の成果を得てきました。ただ ISO 
14001でのエネルギーマネジメントの
割合は全体の1割ほどですが、当社に
は 9 割に値する重要なもの。これを進
化させることが事業の成長・発展に直
結します。エネルギーマネジメントに特
化した ISO 50001は、まさに渡りに舟。
うってつけの規格でした」。
　山本社長が力を込めて語り、導入の
背景に、次の 6つの目的を挙げた。

　同社は、ISO 50001 の国際規格化
が見えてきた 2010 年 10 月には取り
組みを開始。その後、社内に委員会
を立ち上げて、担当スタッフの育成
にも力を入れてきた。4月にマニュア
ルを制定し、6月に内部監査、マネジ
メントレビューを経て、6月 15 日の
ISO 50001 発行後間もなく JQAによ
る 1st ステージ審査を受け、7月末の
2nd ステージ審査後、8月 12 日の認
証に至った。
　「ISO 14001を取得していたことが
助けとなり、さほど手間をかけるこ
となく取り組めました。審査も ISO 
14001 との複合審査とし、方針につ
いては環境・エネルギー方針として
一体化し、新たに作成したのはマニュ
アルとレビュー規定のみ。他の関連
規定は共有化しました。また内部監
査員も、ISO 14001 のスタッフの再
教育で対応しました。ISO 50001 共
通の根幹であるエネルギーベースラ
イン、エネルギーレビュー、エネル
ギーパフォーマンス指標といった用
語の理解には難しさを感じましたが、
そこを乗り越えると、日常業務に直
結しているだけに、一気に理解が進
みました」。
　堀田部長が、こう述懐した。社員
の省エネ意識もより鮮明化し、継続
的に行ってきた提案活動にも、エネ
ルギーをいかに効率よく利用するか
の視点が増え、効果が期待できるよ
うだ。

毎月のマネジメントに役立て、
レベルアップした省エネへ

　具体的な成果として、2011 年度の
目標であるエネルギー原単位前年比
10% 削減、CO2 排出原単位 10% 削
減の達成が見えてきた。特に、運用管
理の強化と設備更新のコンビネーショ
ンによる省エネは大きなメリットにな
るという。
　「設備導入計画は、現状分析の後、
環境負荷低減、コストメリット、高効
率といった色々な観点で洗い直して機
種選定を行い、さらに導入後も運用
管理規定を通じてさらに効率化しま
す。もちろん既存設備も運用管理で省
エネのレベルアップに努めます。ISO 
14001 から引き継いだ仕組みを、さ
らに効率よく運用できるようになった
と評価しています」（堀田部長）。
　設備更新はエネルギーマネジメント
を大きく進展させる好機であり、今後
の取り組みでも焦点になってくる。
　「原発事故の後、節電が求められる
状況が続き、エネルギー単価の変動も
目まぐるしく、先行きが不透明です。
こうした状況のもとでは、エネルギー
レビューで随時細かい検討を行い、
PDCA をまわしていくことが、毎月
の事業運営上、重要となります。社会
的にも今後、省エネ習慣は定着し、当
社のような事業者への要請もハイレベ
ルになっていくでしょう。省エネが進
めば、短期的に当社の売上は減少へ向

かうのですが、そういう局面でも収益
を確保できる体制を作らなければなり
ません。しぼり切ったエネルギーをさ
らにしぼり切るような、一段高い質の
省エネを目指す必要があります。厳し
いですが、正しい方向に向かっている
と言えます。ISO 50001 での取り組
みを通じて、エネルギー節約の社会的
要請に柔軟に応え、設備の節減、効率
化を実践したいですね」（山本社長）。
　ISO 50001 の導入は、ISO 14001
への取り組みにも、よい刺激になって
いる。ISO 50001 のパフォーマンス
重視の視点を応用し、ISO 14001 を
さらに実効性の高い環境活動につなげ
られるという期待感もある。最後に山
本社長がこう締めくくった。
　「ISO の審査については、当初は単
純に PDCA がまわっているかを軸に
見られてきた印象があります。しかし、
審査の中身も年々進化し、最近では会
社の業績向上や効率アップに貢献して
いるシステムかどうかに重心が置かれ
ている感触があります。実際に会社に
役立っているかどうかの評価を得て、
いわば魂の入った ISO になってきた
なと思います。どの規格もうまく併用
して、有効活用していければと考えて
います」。

（2011 年 8月取材）

代表取締役社長　山本浩三氏 取締役技術部長　堀田英二氏

-強固に練り上げたエネルギーマネジメントシステムを事業運営に活用

(1) エネルギーマネジメントを強固に
すること（よりシステマティック
にコントロールするため）

(2) 設備更新計画への活用（次の 20
年間を担う高効率設備への転換）

(3）東京都環境確保条例への対応（CO2
削減の義務付けに適応）

(4) 省エネ法との連動（エネルギー原
単位削減目標への対応）

(5) エネルギーセキュリティ向上への
活用（震災後に課題となった安定
供給へ向け、エネルギーの最適構
成を追求）

(6) 恵比寿ガーデンプレイス防災価値
向上への寄与（冷温熱の安定供給
による防災価値向上）

Case study 1
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パルコをはじめとする商業施設の開発サポート、設計、施工、監理、運営サポートなどの事業を手がける株式
会社パルコスペースシステムズは、2011年8月12日、ISO 50001の認証を同業界で初めて取得した。クライ
アントに対して環境対応の提案を行う一方で、自社の省エネ活動のために本社部門でISO 50001の認証を取得
したねらいと経緯について、常務取締役の蟹江龍氏と総務人事部長の鈴木一樹氏、総務課長の長山峰大氏に
うかがった。

エネルギーマネジメントの実践で顧客への提案力を高める
■ 株式会社パルコスペースシステムズの概要

所  在  地：東京都渋谷区神泉町
設    　立：1969年4月1日
資  本  金：4億9,000万円
従業員数：1,424名（うち本社200名）
業務内容：商業施設等の開発サポート、
 設計、施工、監理、運営サポート
ISO 9001初回登録： 2000年9月22日
ISO 50001初回登録： 2011年8月12日

株式会社パルコスペースシステムズ

社員のさらなる
省エネ意識向上のために

　環境や省エネに対する社会的な注目
が高まるなか、パルコスペースシステム
ズのクライアントである商業施設のオー
ナーやデベロッパーのニーズも、それま
での「高品質で低価格」に加え、「環
境負荷低減」「ECO」「省エネ」といっ
た環境関連の比重が急速に高まってき
た。こうしたニーズに応えるため、同社
はLED照明などのプライベートブランド
の照明器具を提案する「P’es Lighting
拡販プロジェクト」、施設の省エネ化を
成功報酬方式で提案する「ミニESCO
／省エネチューニングプロジェクト」な
どを推進している。
　こうした活動の一方で、同社は「チー
ム・マイナス 6％」や「チャレンジ
25 キャンペーン」への参画や、環境
社会検定試験（eco 検定）の受験支援
など、自社での省エネ活動にも積極的
に取り組んできた。省エネを提案する
立場の会社として、まず社員一人ひと
りの行動が省エネに基づいたものでな
ければ、説得力のある提案とはならな
いと考えたからだ。
　ISO 50001の認証取得は、さらな
る社員の意識向上と継続的な改善を行
うことを目的に導入した。
　「お客さま、テナント、利用者の方々
や地域社会などステークホルダーへの責
任を果たすため、当社はまず安全を確保
することが重要と考え、品質マネジメント

システム ISO 9001の認証を取得しまし
た。環境マネジメントシステムについても
かねてから検討していたのですが、この
たびエネルギーに特化した国際規格が発
行されるということで、ISO 50001に注
目し認証取得にチャレンジすることにしま
した」。蟹江常務はそう語る。

社員全員参画の仕組みをつくる

　認証取得の取り組みは、総務人事部
総務課が事務局となって進められた。
2010 年12月にコンサルタントととも
に準備を開始し、3月23日にキックオ
フ、4月1日に運用を開始した。
　同社には本社のほか 20 数拠点の事
業所（主にパルコの店舗内）があるが、
まずは照明や空調が独立しており電力
使用量の管理がしやすい本社事業所を
登録範囲とした。
　省エネルギー目標は、過去 3 年間の
平均電気使用量を基準値とし、2015
年度に照明・コンセント電力で 85％以
下、空調用電力で 95％以下を目指すこ
ととした。2011年度は照明・コンセン
ト電力で基準値に対し約12％、空調
用電力で約 3.5％の削減を目標とした。

　社員への教育やマネジメントレ
ビュー、内部監査を経て、7月上旬に
1st ステージ審査、8月初めに 2nd ス
テージ審査を受審し、8月12日に認証
取得となった。

　東日本大震災の影響による、社会全
体の節電意識の高まりもあり、2011年
度は、当初目標を大幅に上回る成果が
達成できる見通しだ。
　「ISO 50001導入の効果は、目標設
定と達成状況が定量的に見える化でき
たことです。自分たちの取り組みが具体
的な数値として結果になって現れると誰
でも張り合いがもてますし、もしできな
いことがあればそれもガラス張りになる
ことで、課題解決への意識も高まりま
す」（蟹江常務）。
　同社が認証取得にあたり注意したこと
は、通常業務に大きな負担をかけないよ
うにすることだった。このため、日常的
に行っている省エネ活動が ISO 50001
に直結するような仕組みづくりと社員へ
のわかりやすい説明に力を入れた。
　「総務課ではこれまでもクール Biz、
ウォーム Bizなどの活動で、効果測定
として電気使用量を測定してきたので、
ISO 50001が要求する測定、分析は
大きな負担ではありませんでした。ただ、
ISO 50001では社員全員が当事者で
あり、一人ひとりの参画が求められます。
このため社員からいかに理解と協力が
得られるようにするかに配慮しました」
（長山課長）。
　かつて ISO 9001の改善活動で品
質マニュアルを簡素化することで周知、
浸透した経験を生かし、コンサルタン
トの協力を得て ISO 50001のマニュ
アルも簡素で取り組みやすいものにし
た。また、ISO 14001の実績がなかっ

たため、環境マネジメントシステムの基
本から社内に浸透させる必要があった
が、コンサルタントに依頼して社内研
修を行うとともに、事務局からイントラ
ネット上にニュースレター「ISO 50001 
REPORT」を随時掲載して、社員の
意識向上を図った。2011年 8月まで
に 20 号を数えるレポートの内容を見る
と、運用開始以来の月次電気使用量や、
ISO 50001で知っておくべきポイントな
どがわかりやすく表現されている。
　パルコスペースシステムズならではの
ユニークな取り組みとして「スーパーか
えるデー」の実施がある。これは毎週
水曜日をいわゆるノー残業デーにするも
のだが、同社ではこの夏、試験的な取
り組みとして帰宅時間を通常より2 時
間早い16 時に設定したのだ。これに
より、電力消費量が通常日より23%も
カットできるだけでなく、社会的要請で
ある夕方のピーク電力のカットにも貢献
できた。同社は全員ノー残業を達成し
た週は福利厚生のレクリエーション費を
上乗せするインセンティブも実施し、ク
ライアントや取引先の理解を得ながら、
9月第一週まで水曜日は7週連続全社
員16 時帰宅の記録を継続している。

自社の経験をクライアントへの
提案に生かす

　「今回の認証取得は、当社にとってま
だ一つの区切りに過ぎません。今後エ

ネルギーマネジメントを継続的に運用し
改善を繰り返すことで初めて当社の価
値向上に寄与できるものと思います。ま
た、これは規格の要求事項を超えた活
動になりますが、次のステップとして、
ISO 50001で学んだエネルギーマネジ
メントの経験をクライアントへの提案に
生かしていきたいと考えています」（蟹
江常務）。
　パルコスペースシステムズは、ISO 
50001を、現在実施している照明や設
備メンテナンスの省エネ提案活動をプッ
シュする強力なツールにしたいと考えて
いる。同社が業界初の ISO 50001認
証取得したことは新聞等でも報じられ、
クライアントからの問い合わせが相次
いだ。こうしたPR 効果だけでなく、ク
ライアントとの商談やプレゼンテーショ
ンをする際も、自社の省エネ活動が
ISO 50001に裏づけられたものになっ
たことで、より説得力の高い提案がで
きるようになったという。今後は、こう
した成果を既存顧客だけでなく新規顧
客にもアピールし、営業力がいっそう強
化されることも期待している。
　「ISO 50001の社会的な認知度はま
だあまり高くありませんが、今後は ISO 
9001や ISO 14001のように、世界で
通じる共通言語として普及してほしいと
思います。これからの、官公庁や認証
機関など関係各所の普及啓発にも大い
に期待しています」。蟹江常務はそう締
めくくった。

（2011 年 9月取材）

常務取締役  蟹江龍氏 総務人事部長  鈴木一樹氏 総務課長  長山峰大氏

Case study 2
ISO 50001 認証取得事例
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製品含有化学物質管理の組合せ審査サービスを開始 
̶ JAMP管理ガイドラインを活用

JQAでは、既存のマネジメントシステムの強化や、マネジメント
システムを経営にいっそう生かしたい組織のニーズに応え、複
合審査や組合せ審査を実施しています。その一環として、この
ほどISO 14001、9001と製品含有化学物質管理との組合
せ審査サービスをスタートさせ、第一号となる登録を行いまし
た。サービス開始の背景と概要をトモト電子工業株式会社（福
島市）の事例とともに紹介します。 審査事業センター

複合審査部
次長　垣生学

企画・推進センター
事業推進部　
参事　三島通世

EU の製品含有化学物質の
規制強化に対応

EUでは、2006年に「RoHS指令」、2007

年には「REACH規則」が施行され、EU域内

での化学物質の規制が強化されるように

なりました。

その規制強化に対応するため、日本では、

JGPSSI（グリーン調達調査共通化協議会）

が、2005年、欧州に電気電子製品を輸出す

るセットメーカーの立場からサプライヤーに

向けた製品含有化学物質管理ガイドライン

を発行しました。また、2007年には素材メー

カー、部品メーカー、セットメーカーによる業

界横断団体であるJAMP（アーティクルマネ

ジメント推進協議会）が、化学物質管理に関

する独自の管理ガイドラインを発行しました。

その後、2008年にはJGPSSIとJAMPの

ルールの共通化の検討が行われ、現在、

JAMP/JGPSSIの管理ガイドラインを原案とし

て、JIS化に向けた検討が進められています。

化学物質管理の第三者審査への
ニーズにお応えして

JAMP/JGPSSI管理ガイドラインでは、

製品含有化学物質を適切に管理するため

に、以下の4項目が必要です。

■ 自社製品の含有材料情報を正確に知る

■ データに基づく安全な使用方法、廃棄

方法を顧客側に発信する

■ トレーサビリティの方法を確立する

■ 各国で規制している有害物質を使用し

ない、あるいは管理、削減する

サプライヤーおよびセットメーカーは、

これらについてサプライチェーンの中での

共通の管理の仕組みを作り、自社で評価し

て自己適合宣言を行うことになっていま

す。しかし、各組織が持つ評価能力にはバ

ラつきがあり、信頼性のある管理が実現で

きない可能性もあります。

また、大手セットメーカーでは、サプライ

ヤーに対し第二者監査を実施しています

が、監査受入の準備や企業ごとに評価基

準が異なるなど、サプライヤーにとっても、

多くのサプライヤーに対して第二者監査

を実施しているセットメーカーにとっても、

第二者監査は負担が大きいものとなって

います。つまり、第三者機関が共通のルー

ルに基づいて審査し、その結果を各セット

メーカーで共用することができれば、両者

にとって負担の軽減が図れます。

こうしたニーズに対応して、JQAでは、ISO 

14001やISO 9001の審査と製品含有化学

物質管理システム（CSPM）の審査を組合せ

て実施するサービスを開始しました。しか

し、JQAがセットメーカーに代わって審査す

るだけでは、サプライヤーの負担は変わりま

せん。ISO認証を取得しているサプライヤー

ならISO 14001やISO 9001と同時に審査

を行うことで、負担を大きく軽減できます。ま

た、経験を積んだ審査員が化学物質管理の

パフォーマンスを通してマネジメントシステ

ムを審査しますので、管理の仕組みが構築

できているのか、第三者の視点から確認す

ることができます。

セットメーカー固有の要求事項を
付加した審査も可能

JQAは、JAMP管理ガイドラインの実施内

容を要求事項として、次のような組合せ審

査を用意しています。

① JAMP管理ガイドライン＋ISO 14001

② JAMP管理ガイドライン＋ISO 9001

③ JAMP管理ガイドライン＋ISO 14001

 ＋ISO 9001

また、JAMP管理ガイドラインに各セット

メーカー固有の化学物質管理に関する要

求事項を付加した審査も可能です。JQAは

第一号となるトモト電子工業株式会社の

審査で、NECグループで用いる製品含有

化学物質アセスメントを付加した審査を

行っており、将来的には業界統一的な化

学物質管理基準に沿った第三者認証サー

ビス実現を目指しています。

ISO 14001、ISO 9001 に
化学物質管理を組み込む

JQAが上記のような組合せ審査を行って

いるのは、規制されている化学物質の管理

が、すでに運用しているマネジメントシステ

ムを応用することで、有効に推進できると考

えているからです。

図１、図２は、ISO 14001、ISO 9001によ

る化学物質管理の例を示すものです。

まず、ISO 14001に基づくと、環境側面に

適用される法令の順守方法などを確立し

ておきます。そして、製品に含有する化学物

質の管理をどのように進めていくか、手順

を明確にします。さらに、顧客要求事項の把

握と対応、納入製品に関する情報の提供、

製品・活動に関する利害関係者の意見把

握などを、コミュニケーションを通じて実施

することになります。

次に、ISO 9001では、事業に対する法

令・規制要求事項を満たすことは当然のこと

として、顧客要求事項を満たすことを、経営

者がはっきり打ち出すことになります。そし

て、顧客関連プロセスや設計開発プロセス

といった各プロセスで、製品に適用される法

令・規制要求事項や顧客要求事項をもと

に、製品仕様を確立します。次に、それを踏

まえて、材料・部品の購買仕様や難易度に応

じた供給者管理の方法を確立し、問題にな

る化学物質の混入リスクに応じた材料・部

品の管理を実施します。顧客には、材料・部

品の供給者や自社の情報にもとづいて、製

品含有化学物質に関する情報を伝えます。

製品含有化学物質の管理は今後ますま

す重要になっていきますが、この管理を進

めていくにあたっては、経営資源の効率的

な運用という観点から、すでに運用中のマ

ネジメントシステムの一部を特化させて対

応するのが望ましいといえます。

最小限のコストで審査が可能に

JQAの製品含有化学物質管理の組合せ

審査は、ISO 14001、ISO 9001の定期審

査、更新審査と同時に行うもので、製品含

有化学物質管理の部分を付加審査として

実施します。

付加審査の工数は、ISO 14001、ISO 

9001登録審査の2ndステージ審査工数

の20％を基準としています。

JQAの組合せ審査サービスの目的は、

化学物質管理をISO 14001、ISO 9001と

うまく連携させ、管理の信頼性を向上させ

るとともに、セットメーカーやサプライヤー

である組織の負担を出来る限り軽減する

ことにあります。JQAは製品含有化学物質

管理に関しても専門性を持った審査員が

多数おり、充実した審査体制でサービスを

ご提供します。JAMP/JGPSSI管理ガイドラ

インへの自己適合宣言の信頼性向上と企

業イメージの向上に向け、ISO 14001、

ISO 9001と製品含有化学物質管理との組

合せ審査を是非ご検討ください。

■ 製品含有化学物質管理の
　 組合せ審査に関するお問合せ先

　企画・推進センター 事業推進部
　担当：三島　TEL: 03-6212-9555

（図1）ISO 14001による化学物質管理（例） （図2）ISO 9001による化学物質管理（例）
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製品含有化学物質管理とISO規格の組合せ審査を受け、今年10月に第一号として認証を取得したのは、
ワイヤーハーネスの製造・販売を手掛けるトモト電子工業です。どのようなねらいで認証取得に踏み切った
のか、認証取得でどのような効果が期待できるのか――。代表取締役の滝田昇氏にお聞きしました。

■ トモト電子工業株式会社の概要
所  在  地：福島県福島市
設  　  立：1973 年 2月 28 日
資  本  金：3,400 万円
従業員数：118 名
業務内容：ワイヤーハーネスの加工販売
 （リード線組立）、 コネクター、
 端子、電線、チューブ等の販売
ISO 9001 初回登録：2003 年 8月 22 日
ISO 14001 初回登録：2005 年 12 月 16 日
製品含有化学物質管理：2011 年 10 月 14 日

トモト電子工業株式会社

　ワイヤーハーネスとは複数の電線を
束ねた部品の一種で、見た目が馬をコ
ントロールする馬具の一種「ハーネス」
に似ていることから、こう名付けられ
ました。多くは電線と接続用のコネク
ター・端子で構成されていて、各種電
気機器の内部配線に用いられます。
　福島市内の工業団地に本社工場を置
くトモト電子工業は、1973 年の創業
以来、このワイヤーハーネスの製造・
販売を手掛けてきました。国内 3工
場体制の下、豊富な設備と在庫を武器
に順調に顧客を増やし、NECやソニー
のグループ会社をはじめ、上場企業
10 社以上の顧客と直接の取引関係を
築いています。
　製品含有化学物質に関しては、顧客
の指定する資材を仕入れるのに先立っ
て、品質管理部門が仕入れ先に測定
データの提供などを依頼します。顧客
ごとに作成するガイドラインに照らし
て問題のないことが明らかになった段
階で、その資材を仕入れ、顧客に納め
る製品として仕上げていきます。

顧客の要求をもとに
独自の管理規定

　こうした製品含有化学物質管理の手
順に問題はないか、上場企業を中心と
する顧客約20社から監査を受けます。
トモト電子工業では、これらの顧客の
作成した化学物質管理に関するチェッ

クリストをもとに自社で独自の管理規
定を作成し、その規定に従って管理を
徹底してきました。
　ただ、管理規定はあくまで独自のも
のに過ぎないうえ、異なるガイドライン
をもとに顧客から受ける監査にはどうし
てもバラツキが生じます。滝田社長は、
「『RoHS 指令』に従っていればいいと
いうお客さまもいれば、物質ごとの閾値
（しきいち）まで詳しく示すよう求める
お客さまもいます。監査項目が100あ
るとすると、基本の70は共通ですが、
残る30はお客さまそれぞれ独自のもの
と言えます」と明かします。
　製品含有化学物質管理と ISO 規格
との組合せ審査を受けることを視野に
入れて、JQA とやり取りを始めたの
は、今年２月です。「当社で独自に定
めた管理規定を、ISOの規格に組み込
むことのできる好機ではないかと考え
ました。さらに、顧客からの監査を共
通の方向に向かわせることができるか
もしれないとの期待もあって、組合せ
審査の利用に踏み切りました」（滝田
社長）。
　トモト電子工業では 2003 年 8 月
には ISO 9001 の認証を、続いて
2005 年 12 月には ISO 14001 の認
証を取得済み。2006 年と 2008 年に
はそれぞれ、1度目の更新も済ませて
いました。製品含有化学物質管理と
組み合わせる ISO規格としては、ISO 
9001 と ISO 14001 のどちらも同じ
ように想定できる状況でした。

　もっとも、同社では製品含有化学物
質管理を ISO 9001 規格と同じ品質
管理部門で担当することから、自ずと
ISO 9001 との組合せを前提に審査に
向けた準備を進めていきました。現状、
ISO 9001 規格の認証が 2度目の更新
時期を迎える年であることから、定期
審査の予定される今年 9月から 10月
にかけての時期を認証取得の目標にす
えました。
　滝田社長は「ISO 9001 規格の認証
や独自の管理規定という下地はすでに
あるので、準備期間は半年もあればい
いだろうとの判断でした。ところがそ
の後、3月 11 日に東日本大震災に見
舞われてしまいます。お客さまへの対
応に時間を振り向けざるを得ない中
で、なんとか登録を終えることができ
ました」と振り返ります。

競争力強化に向け製造商社を
目指す

　組合せ審査にあたって JQA では、
アーティクルマネジメント推進協議
会（JAMP）で定める製品含有化学物
質管理ガイドラインとNECグループ
で用いる製品含有化学物質管理アセス
メントをもとに審査基準を作成しまし
た。NECグループは、トモト電子工
業の売り上げに占める割合が最も大き
い顧客です。それだけに、その基準を
審査のもとにすることが、実務上、最

も適していたわけです。
　製品含有化学物質管理と ISO 9001
規格の組合せ審査を受け、今年 10月、
当初の予定通り、その認証の取得に
至ったトモト電子工業。ISO 9001 と
ISO 14001 と製品含有化学物質管理
の 3つに分かれていたマネジメント
システムは、大きく 2つに集約され
ました。それに伴って、責任体系も 2
本の流れとして明確に整理することが
できました。
　今回の認証取得にはどのような意義
が見込まれるのか――。滝田社長は大
きく 2つのメリットを挙げます。
　「今回、製品含有化学物質管理を
ISO 9001 規格に組み込んだことで、
各社に共通する基本の項目が抽出され
て、手順化されることになりました。
これで、新規のお客さまからは化学物
質管理に対する理解を得やすくなると
みています。お客さまから監査が入る
にしても、これまでは例えば半日掛
かっていたのが半分で済むようになる
のではないか、と期待しています」
　「さらに、大手企業に対する営業に
は大きなプラスになるだろう、と期待
を掛けています。いまや、ISO 9001
や ISO 14001 の認証を取得している
のは当たり前という時代です。一方で、
大手企業の要求は、製品含有化学物質
管理の在り方に移ってきています。そ
れに対応できていることは、大きな評
価につながるはずです。そのことを、
認証機関として信頼性の高い JQA が

裏付けているということは、水戸黄門
の印籠にも似た大きな信頼を市場で得
ることができます」
　市場のさらなる拡大を狙うトモト電
子工業が目標に掲げるのは、「製造商
社」という業態です。滝田社長はその
背景と意味合いをこう説明します。「私
たちの業界ではいま、個人経営か大手
企業しか残っていません。中途半端な
規模の企業は生き残れない時代です。
生き延びていくには、『製造』で付加
価値を生み出し、『商社』で管理費を
得ていく業態で、競争力を高めていく
ほかありません」。
　将来、設備投資資金に余力が出てき
たら、製品含有化学物質の測定機器を
購入していきたい、と滝田社長は考え
ています。「いまは、必要が生じたら、
県の施設を利用しています。しかし、
それでは費用が高くつくので、割に合
いません」（滝田社長）。マネジメント
システムというソフトに、測定機器と
いうハードを加えることで、製品含有
化学物質管理に対する万全の態勢を整
えていく考えです。

（2011 年 10月取材）

代表取締役  滝田昇氏

監査対応の軽減と新規顧客の獲得に期待

Case study
製品含有化学物質管理組合せ審査事例
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Case study

株式会社東京システムリサーチ（TSR）は、基盤システムから業務システムまで多様なシステムの構築に豊富な
経験を有する、総合システムインテグレーターである。製造業や金融業など幅広い顧客に、多彩なITソリュー
ションを提供している。同社は、2011年9月16日、JQAとして第一号となる、情報セキュリティマネジメントシステ
ム規格のISO/IEC 27001と個人情報保護マネジメントシステム規格のJIS Q 15001の認証を組合せ審査で取得
した。組合せ審査に臨んだ背景やメリット、今後のポイントなどについて、同社代表取締役社長である和泉澤紀
代子氏にうかがった。

情報セキュリティと個人情報保護マネジメントシステムを活用して
プライムベンダーの目標へ向かう

■ 株式会社東京システムリサーチの概要

所  在  地：東京都台東区浅草橋
設    　立：1982年5月
資  本  金：8,000万円
従業員数：203名
業務内容：システムインテグレーションビジネス、
 パッケージ及びテンプレート製品の
 企画・開発／販売／保守サービス
ISO 9001初回登録：2005年2月18日
プライバシーマーク認証取得：2006年8月15日
ISO 27001初回登録：2011年9月16日
JIS Q 15001初回登録：2011年9月16日

組合せ審査によるISO 27001＆JIS Q 15001認証取得事例 株式会社東京システムリサーチ

待ち望んでいた
個人情報保護マネジメント
システムの組合せ審査

　2012 年に創立 30 周年を迎える株
式会社東京システムリサーチ（TSR）
では、特にここ数年、エンドユーザー
と直接取引する、プライムベンダーと
しての活動に力を入れている。設立当
初から、大手コンピューターメーカー
からの受託開発に携わり、基盤系と制
御系の技術を蓄積してきた。その間に
培った、幅広いシステム開発力を活か
すかたちで、プライムベンダーへと変
化してきたという。エンドユーザーへ
の直接的なアプローチを推進している
が、そこでは、情報セキュリティなど
のマネジメントシステムをしっかり構
築しているかどうかが問われる。TSR
では、2005 年 2月の ISO 9001 の認
証取得に引き続き、2006 年にはプラ

イバシーマークの認証も取得。マネジ
メントシステムの継続的改善を図っ
てきた。さらに 2010 年に入り、ISO 
27001 の認証取得へ乗り出した。そ
れは JIS Q 15001 との組合せ審査に
よるものだった。和泉澤社長が、その
背景を次のように語った。
　「当社のようなSI 会社にとって、情
報セキュリティ関連のマネジメントシ
ステムの構築は、必須だと感じていま
した。顧客情報を大切にして、セキュ
リティを守らなければいけません。こ
のところ、そのための基盤整備をずっ
とやってきたわけです。マネジメント
システムを構築することにより、社員
の自覚が育まれ、リスク管理が徹底で
きます。その上、名刺に認証マークが
あれば、お客さまに与える信頼感がよ
り強化されますからね。プライムベン
ダーを目指して、お客さまとの距離が
近くなればなるほど、その対応が強く

求められるのです。ですが、個人情報
保護と情報セキュリティのマネジメン
トシステムが別々な認証制度であるこ
とに負担を感じていました。そのとき、
JQA のサービスで組合せ審査ができ
ると知り、すぐに取り組みをスタート
したのです」。

マネジメントシステム構築が
もたらした社内外への好影響

　既にプライバシーマークを取得し
ていたため、JIS Q 15001 に関して
は、苦労する部分はさほどなかったと
いう。ただし、ISO 27001 の細かな
管理策への対応、また情報セキュリ
ティマネジメントシステム内に、個
人情報の管理を組み込んで構築する
ことには、1年ほど時間をかけて、十
分な一体化を図った。そして文書で
の手順だけではなく、業務の現場で
個人情報を守る活動がしっかり行わ
れるよう、浸透を図った。その結果、
効率的で実効性の高いマネジメント
システムが確立され、審査も円滑に、
効率的に進められた。
「やるとなれば、皆まとまるのが、当
社の社員の長所です。何よりも大事な
個人の意識づけが、成果をあげつつあ
ることが嬉しく、手ごたえを感じてい
ます」（和泉澤社長）。
　プライムベンダーとしての社内外へ
の好影響も見逃せない。エンドユー

ザーに直接向き合うことは、取り組む
べき業務の範囲も拡大し、責任もより
重くなってくる。現在 TSR では、あ
る大手メーカーの会計システム、販
売・物流システム、生産管理システム、
工場の自動化から、データセンターま
でのシステム構築全般を、一つのプロ
ジェクトで請け負っている。その際、
第三者認証を得ていることが、顧客の
信頼の獲得につながり、円滑なプロ
ジェクト推進に役立っている。もちろ
ん、個々の社員の責任ある取り組みへ
の意識づけも浸透してきた。
　「会社として掲げたビジョンを実現
していくために、後ろを向いてはいら
れません。成長しながら常にお客さま
に提案し続けられる、重い責任に応え
られる体制づくり、人材づくりへ向け
て、社員全員で日々、研鑽を積み重ね
ています。新入社員の頃からの意識づ
け、当社の協力会社への働きかけや意
識の共有にも取り組んでいます」（和
泉澤社長）。

終わりなきチャレンジへ向けて

　和泉澤社長は創立以来 30 年間で、
今が一番チャレンジできている時だと
言う。これまで積み重ねてきた経験を
生かして、新たなステージへ入ってい
る実感がある。
　「責任の重さもありますが、やりが
いも大きい。今、このときに第三者認

証が得られたことは、とても重要な要
素です。マネジメントシステムは仕事
の質を変えることのできるツールで
す。そのことを、社員全員へもっと徹
底させていきたいと考えています」。
改善が進んでいるが、ともするとマネ
ジメントシステムが、記録や手順ばか
りに目が向く事務処理だと思われる
ケースもあることが課題だ。そこを転
換して、日頃から PDCA をうまく回
して、チェックし、スムーズな仕事に
つなげて行くことを重要視している。
これらを踏まえて、和泉澤社長がこう
結んだ。
　「マネジメントシステムを構築する
のはゴールではなく、あくまでも土台
作りですね。今考えているのは、これ
まで構築してきたマネジメントシス
テムの統合的な運用です。ISO 9001
を太い幹として、ISO 27001、JIS Q 
15001、環境などのさまざまなマネ
ジメントシステムが枝葉をなして伸び
ていくようなイメージでとらえていま
す。当社のチャレンジに終わりはなく、
マネジメントシステムにも終わりはあ
りません。重要な活動として、業務の
質の向上に取り組んでいきます。また
今後、JIS Q 15001 認証サービスが、
JQA によって普及・啓発され、より
多くの方々に認知されることを大いに
期待しています」。

（2011 年 10月取材）

代表取締役社長
和泉澤紀代子氏

TSRのソリューション 全体最適・見える化

新たなビジネスモデルの出現
マーケットの構造変化

グローバル化

各種法改正
ジャストインタイム経営への対応

ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
変
化

TSRソリューションのポイント

◎経営側から現場を「見える化」・的確なジャッジメントをアシスト
◎納得・確実なIT投資を実現
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FSSC 22000の認証サービスを
開始しました。

JQAは、国際的な食品安全のベンチマーク規格であるFSSC 22000: 
2010の認証サービスを開始し、6月17日には、株式会社トッパンパッ
ケージングサービス 嵐山工場が、JQAとして最初のFSSC 22000認証
を取得しました。

登録組織に聞く

FSSC 22000 認証取得の理由は何ですか？

当工場はトッパングループの一員として、飲料や食品の充
填に関する受託業務を展開しています。近年、世界規模で事
業展開している取引先などを中心に、グローバル視点から見
た品質保証制度へのニーズが高まりを見せてきたことから、
JQAの協力を得てFSSC 22000取得に向けた情報収集を行
いました。その結果、当工場では従来から品質保証に関する
さまざまな取り組みを実施しており、すでにISO 22000の認
証を取得していたことなどから、認証取得が可能であるとの
感触を受けたため、取り組みを開始しました。

認証までのスケジュールは、どのようなもので
したか？

認証取得を決めてから、工場の食品安全チーム（10名）が
手分けして工程ごとに微生物的ハザード、化学的ハザード、物
理的ハザードを洗い出し、重篤度（5段階）と発生頻度（5段
階）を評価しました。その掛け算で一定の値を超えた工程に
ついて管理手法を規定していきました。このハザード分析に
3ヵ月あまりかかりました。

認証取得のために新たに必要となったことは？

設備の面では食料品を扱う工場として整備されていたこと
から、大掛かりな設備投資を必要とするようなことはありませ
んでした。一方、運用の面ではPAS 220の要求事項に照らす
と管理が不十分な点がいくつか明らかになり、新たな対策を
講じました。例えば従来のセキュリティ管理にフードディフェ
ンスの要求事項に合わせて施錠管理の徹底や入退場の制限
などを実施しました。

認証機関としてJQAを選んだ理由を
お聞かせください

JQAにはすでにISO 9001、ISO 22000の審査でお世話
になっていました。特に、食品安全審査について高いスキルを

持つ審査員を擁し、審査スキルも高いことがわかっていたの
で、最も厳しい審査をしてくれる機関としてJQAに審査をお願
いしました。今回も、第三者の目で適切な質問や指摘があり、
充実した審査だったと思います。

認証取得で得られたメリットと今後の抱負を
お聞かせください

国際標準としてのPAS 220の詳細な要求事項をクリアし、
第三者認証を取得したことで、食品安全に対するリスク低減
と組織体制の強化が図れたと思います。国内外のお客さまに
対して安心安全に対する高い信頼性をアピールでき、今後の
新規受注の後押しになることを期待しています。一方、認証取
得はいわば取り組みの第一歩であることから、今後も継続的
改善によって一層の効果的食品安全マネジメントシステムの運
営推進を図っていきたいと考えています 

（2011 年 8月取材）

審査事業センター
食品安全審査チーム長
岩本昌也

注： FSSC（Food Safety System Certifi cation）
 FFSC（Foundation for Food Safety Certifi cation）

食品安全マネジメントシステムの
豊富な実績を生かし、
充実した認証サービスを提供

JQA は HACCP の審査を 1999 年に

開始し、ISO 22000 についても 2005

年にいち早く認証サービスを開始する

など、食品安全に関し 12年にわたる

審査経験を有しています。現在、ISO 

22000について 19名の審査員を擁し

ていますが、うち10名が FSSC 22000

の審査資格を有しています。FSSC の

審査員資格基準は食品製造業に5年以

上従事していることが条件となってお

り、国内の認証機関随一の充実した陣

容といえるでしょう。JQAの審査チー

ムでは、豊富な審査経験で得た知見を

全員で共有し、質の高い審査が行える

体制を敷いています。

なお、JQAは FSSC 22000 の認定を

公益財団法人日本適合性認定協会

（JAB）から2011年中に受ける予定です。

現場を重視した審査

FSSC 22000では、食品安全の前提

条件プログラム（PRP）を主にハード面

から約 200 項目にわたって詳細に規定

しています。JQAは、従来から現場を

重視した審査に力を入れてきましたが、

これらの事項の確認のため、ISO 

22000で業務の概要を把握するために

行っていたブリーフツアー（企業内概略

見学）を審査に活用しています。たとえ

ば、FSSC 22000 には外周の要求も多

くありますが、セキュリティ、廃棄物、

防虫などについての対応をブリーフツ

アーの際に確認します。このブリーフツ

アーは登録審査の1st ステージ、2nd

ステージで各々実施します。

システム構築で
ご留意いただきたい点

まず、PRP についても ISO 22000

の検証（7.8 項）を使って管理され、

問題が見つかれば改善していく PDCA

が回っていることが必要です。妥当性

の確認なども見落とされることが考え

られるのでご留意ください。また、ア

レルゲンの管理（PAS 220 10.3 項）

は原料から製品までの保管において、

コンタミネーションを回避する術を確

立している必要があります。例えば、

①原料倉庫における原料の隔離、②工

程中での半製品の隔離、③計量におけ

る使用器具の共用、飛散等による混入

の回避、④アレルゲン含有製品の再生

時の承認、⑤生産ラインが専用でない

場合の生産後の洗浄とその適切性の検

証、などが挙げられます。

ISO 22000 の審査では、フローダ

イアグラムに沿って工程を見ることが

一般的ですが、FSSC 22000 では PRP

に関し約 200 項目の要求事項を確認

します。対応に漏れが無いよう、チェッ

クリストを活用するなど工夫されるこ

とをお勧めします。

FSSC 22000 を取り巻く状況

FSSC 22000は大手飲料メーカーが

取引先に当規格の認証を要求し話題とな

りましたが、2011年に入って国内大手流

通企業も取引先に認証取得を推奨する

など、食品業界で認証取得に向けた動

きが活発化してきています。また、7月

に食品容器包装材料メーカー向け前提

条件プログラム PAS 223が発行され、

これまで食品メーカーが対象であった

FSSC 22000の認証範囲が食品包材メー

カーにまで広がる可能性もあり、今後の

動向に注目が集まっています。

JQA は FFSC や GFSI の国際会議に

参加しており、今後も最新の情報を

ホームページやセミナーを使って発信

していきます。

登録証授与式
左： 株式会社トッパンパッケー
ジングサービス    嵐山工場  
取締役工場長   千葉功 氏

右： JQA 企画・推進センター 
副所長   仲矢新

Q

Q

Q

Q

Q

■  株式会社トッパンパッケージングサービス
嵐山工場の概要

所  在  地：埼玉県比企郡嵐山町
設    　立：2003年2月
登  録  日： 2011年6月17日 
登録番号：FC0001 
登録活動範囲：清涼飲料水（ボトルドパウチ容器）の受託製造
  及び即席食品（カップシュリンク包装）の受託
  包装

JQA Business Frontline
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ISO 39001、交通事故の
撲滅を目指し2012年秋IS発行へ
2012年11月にIS（国際規格）として発行予定のISO 39001は、道路交通
安全のために組織が取り組むべき要求事項を定めた規格です。運輸事業者
だけでなく、ショッピングセンター、レジャー施設、メーカーなど、ほぼ全産業
を対象としています。JQAでは、このほど正式な規格化に向け、パイロット
審査を開始しました。

NKSJリスクマネジメント株式会社主催 ISO 39001セミナー盛況のうちに終了
‒希望者にはテキストを差し上げます

2011年9月に全国３都市（東京、大阪、名古屋）で「国際認証規格ISO 39001の動向」と題し、NKSJリスクマネジ

メント株式会社がセミナーを開催しました。当機構の江波戸も講師を務め、東京会場は定員を上回る申し込みで追加

開催を行うなど、物流・運送事業者に限らず、社用車を多数保有する企業など幅広い業種の方の参加がありました。

規格発行を前にISO 39001に関する関心の高さが伺えます。

プログラム

■ わが国におけるISO 39001制定の経緯と概要
 独立行政法人自動車事故対策機構　審議役　後藤洋志　氏

■ ISO 39001規格のポイントと海外動向（ISO 39001規格の要求事項と各国の動向）
 一般財団法人日本品質保証機構　企画・推進センター　江波戸啓之

■ ISO 39001規格の自動車事故防止効果、認証取得準備と他のISOとの両立
 NKSJリスクマネジメント株式会社　

 自動車リスクコンサルティング本部　企画開発部　部長　入口秀俊　氏

企画・推進センター　
企画調整部　商品開発室
室長　江波戸啓之

ISO 39001は、道路交通事故による

死者、重大な負傷者の発生根絶を究極

の目標とする国際規格です。対象とな

るのは、運輸・運搬に携わる事業者は

もとより、社用車で営業や自社製品の

配送を行う企業、さらに道路の設計・

施工や関連作業、輸送需要が発生する

商業施設の運営なども含めた、道路交

通安全に関わるあらゆる組織です。本

規格では、マネジメントシステムの構築、

実施、改善など、道路交通安全に関し

て組織が取り組むべき基本的な要求事

項を定めています。

現在、ISO 専門委員会である ISO/

PC241で策定作業が進められており、

2011年 7月にDIS（国際規格原案）が

発行されました。ISO/PC241のメンバー

は、すでにマネジメントシステムを用い

た道路交通安全で高い実績を有してい

るスウェーデン（議長国）や日本をはじ

めとする37カ国と、WHO（世界保健

機関）など11団体。今後のスケジュー

ルとしては、2012年 2月に南アフリカ

で開催が予定されている国際会議のあ

と、FDIS（最終国際規格案）が発行され、

同年11月、正式な ISO 規格となる運

びです。

一方国内で、国際会議に提出するコ

メント（意見）を審議しているのは、国

土交通省の主導によって設立された

「ISO/PC241国内審議委員会」です。

JQAは、ISO/PC241国内審議委員会

の委員として、2009年7月の設立当初

から、関係省庁、業界団体、学識経験

者等とともに、認証機関として唯一、規

格の策定に携わってきました。こうした

実績をもとに、JQAでは、ISO 39001の

正式な国際規格化に向け、希望する組

織に対して、DISによるパイロット審査

を開始しています。

ISO 39001 認証取得のメリット

ISO 39001の導入による最大のメリッ

トは、なんといっても交通事故によるリ

スクの軽減です。企業内で交通事故が

おきた場合、被害者の治療費や慰謝料、

被害物の修理代といった直接的な損失

に加え、企業イメージの低下、取引先

からの信用失墜、労働力の喪失さらに

は翌年以降の自動車保険料上昇など、

さまざまな間接的な損失が発生します。

従業員が起こした事故や敷地内で発生

した事故でも、企業が管理責任を問わ

れることがありえます。

ISO 39001の規格策定には、全世界

の道路交通安全のエキスパートが参加

しています。規格には、過去の研究、

経験則から得られた効果のある対策が

「パフォーマンスファクター」（道路交通

安全に大きく寄与する要因）としてカタ

ログ化されており、事業者は自社の業

態に合った交通安全の対策を選ぶこと

ができます。実際に世界で効果を上げ

た対策をベースに策定された規格なの

で、非常に分かりやすく、交通事故予

防に効果が出やすいといえます。ISO 

39001に取り組むことで交通事故予防

策が実現すれば、企業価値の向上やコ

スト低減なども期待できます。

パイロット審査の趣旨と意義

ISO 39001制定の目的は、世界の交

通事故による死亡者、重傷者の撲滅に

あります。その目的達成のためには、多

くの組織に規格を活用してもらわなけ

れば意味がありません。ISO/PC241で

は、2020 年までに世界で10万件の認

証を目指しています。

また、規格を世界に広めるためには、

よりユーザーフレンドリーな規格、使い

やすい規格にする必要があります。そこ

で、ISO のほかの規格にはない新たな

希望者には当日使用したテキスト（冊子）をお送

りしますので、右記お問合せ先までご連絡くださ

い。なお、数に限りがございますので、ご関心のある

方はお早めにご連絡をお願いします。

■  ISO 39001に関するお問合せ先

 企画・推進センター 事業推進部
 担当：大藤　TEL: 03-6212-9555

試みとして、国際会議でパイロット審査

の実施が決議されました。DIS の段階

で組織に使ってもらい、「ここが使いづ

らい」「ここは何を言っているのか分か

らない」といった規格の改善の余地が

ある箇所についての意見を募集して、

FDIS に反映させていくものです。

将来的に ISO 39001の認証取得を

検討されている組織は、正式な規格発

行前にパイロット審査を受審することで

予行演習になります。もし、パイロット

審査において不適合が出ても、登録審

査には全く影響しませんし、いち早く取

り組むことにより、道路交通安全への

意識が高い会社であると世界的な評価

も高まります。

くり返しになりますが、JQAは、ISO/

PC241国内審議委員会の設立当初から

策定に参画し、国内で唯一 ISO 39001

のパイロット審査を実施しています。今

後は、FDIS 化と同時に認証サービスを

開始するべく準備を進めておりますの

で、認証取得をご検討の場合は下記「お

問合せ先」へお気軽にご相談下さい。

JQA Business Frontline
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ISO 39001について幅広い情報を提供
『第6回　NASVA 安全マネジメントセミナー』開催

インタビュー

NASVA 審議役
後藤洋志氏に聞く

ISO 39001 INFORMATION

2011年10月28日、東京国際フォーラ

ムにおいて『第6回 NASVA 安全マネジメ

ントセミナー』（主催：独立行政法人自動車

事故対策機構（NASVA）、後援：国土交

通省、協賛：公益社団法人日本バス協会・

社団法人全国乗用自動車連合会・社団

法人全日本トラック協会）が開催された。

NASVAは、2006年から運輸事業者に

導入が義務づけられた「運輸安全マネジメ

ント制度」に関する情報を幅広く提供する

ことを目的に、NASVA安全マネジメントセ

ミナーを毎年開催してきた。今回は、運輸

安全マネジメントに関する具体的な取り組

みの紹介とともに、2012年に発行が予定

されるISO 39001（道路交通安全マネジ

メントシステム）に焦点を当て、さまざまな情

報提供が行われた。

まず、ISO 39001 国際審議会（ISO/

PC241）議長の、スウェーデン政府運輸

省道路管理局交通安全部長 Clause 

Tingvall 氏による「道路交通安全に係る

国際的活動について」と題した特別講

演、NASVA 審議役 後藤洋志氏による

ISO 39001の概要等の報告に続き、

ISO 39001についてのパネルディスカッ

ションが行われた。パネリストのTingvall 

氏、国土交通省危機管理・運輸安全政策

審議官 森雅人氏、筑波大学大学院准教

授 伊藤誠氏、名正運輸株式会社専務取

締役 加藤新一氏の各氏とコーディネー

ターのNASVA 理事長 金澤悟氏により、

わが国ですでに実施されている運輸安全

マネジメントとの関係で、ISO 39001 が

自動車輸送の安全性向上にどのような役

割を果たしていくべきか等について討議さ

れた。

ISO 39001に関するNASVAの
取り組みをお話しください

自動車事故を防ぐためには個々の対策

に加えて、それらを関連づける組織的なマ

ネジメントシステムを導入することが望まし

いと考えられています。こうした観点から、わ

が国は運輸事業者を対象とする運輸安全

マネジメントをいち早く導入し、交通事故防

止に着実な実績をあげてきました。ISO 

39001は、運輸事業者のみならず道路交

通にかかわるあらゆる組織が自主的な取り

組みとして導入でき、第三者審査によって

有効性を高めることができる国際規格で

す。今後、さらなる交通安全の実現のた

め、NASVAとして普及、啓発に力を入れて

います。ISO 39001を主要テーマとして開

催した今回のセミナーには、運輸事業者、

行政関係者、業界団体、その他企業など

791人が来場され、関係者の高い関心を

実感しました。

NASVAはISO 39001国内審議会
事務局を務められていますが、
具体的にどのような活動を
されていますか？

わが国の運輸安全マネジメントの取り

組みは国際社会からも高く評価されていま

す。私どもは、運輸安全マネジメントの経験

を国際会議にフィードバックするとともに、

ISO 39001の規格が運輸安全

マネジメントと共通性の高いものに

なるよう働きかけ、国内の輸送事

業者団体等の皆さまのご意見を

聞かせていただきつつ、運輸安全

マネジメントを導入した事業者が

過大な負担なくISO 39001を採

用できるよう努力しています。

JQAが実施しているISO 39001
パイロット審査に期待することは？

ISO 39001が広く普及し活用されるた

めには、多くの組織にとって使いやすく、有

効なものでなければなりません。パイロット

審査に、より多くの組織が参画され、実際

に運用される組織の立場から実践的なご

意見や課題の提示がなされることを期待し

ております。

なお、パイロット審査の概要等について

は、来年2月に南アフリカで開催予定の

ISO/PC241国際審議会の場で報告す

る予定にしていますので、この場で諸外国

からさまざまな意見等が出され、これがISO 

39001の運用、普及にとってプラスになる

ことを願っております。

NASVA安全マネジメントセミナー

登録企業・組織訪問

日清医療食品株式会社

医療・福祉施設に向けた食の安全・安心の強化のために、
業界の他社に先駆けてISO 22000の認証を取得
全国の病院・福祉施設・保育施設から食事サービス業務を受託している日清医療食品株式会社は、2011年10月28日、
本社セントラルキッチン事業部とヘルスケアフードサービスセンター米子（米子CK）において、ISO 22000 (食品安全
マネジメントシステム)の認証を取得した。同社営業本部セントラルキッチン事業部部長の乳井真一氏に、認証取得のねらい
と今後の展開をうかがった。

日清医療
食品株式会
社は、「おいし
く食べて健康
に！」をモットー
に、病院や社
会福祉施設、
学校、保育施
設など、医療・

福祉・保育に特化した給食業務を受託
している。同社の事業所は全国で約
4,600件にのぼるが、そこで徹底して推
進してきたのが「食の安全・安心」を強
化するための取り組みだ。
「私たちの食事を召し上がっていただ
く方々は、何らかの治療や介護が必要
な方や幼いお子さんが中心です。それ
だけに食の事故につながるリスクは、他
の食品サービスに比べて一段と高い。よ
り安心して食事を摂っていただけるよう
に、食品衛生に重点を置き、殺菌や異
物混入に気を配っています。」と乳井部
長は語る。
同社はこれまでも本社、支店あわせ

て16の社内拠点と全国81の受託先事
業所で、ISO 9001-HACCP(*)の認証を
取得し、徹底した衛生管理と同時にホ
スピタリティ、おいしさなど顧客満足の向
上に取り組んできた。同社の5つのセント
ラルキッチンの中で最新鋭の設備を有
する米子CKでは、こうした活動のさらな
るステップアップを目指してISO 22000の

認証取得に至ったという。
「食の安全を確保するためには、社内
での衛生管理だけでなく、仕入れから生
産、消費まで、フードチェーン全体できち
んと管理することが必要です。このため、
食に関わるすべての人たちがすべての
段階で食品安全に取り組むための規格
として、米子CKでは、2007年の設立当時
からISO 22000の取得を視野に入れた
活動を進めてきました」（乳井部長）。
キックオフから認証取得までの期間

は、約1年半だった。もとより、各拠点で
ISOを導入していたため、社員の意識も
高く、認証までは比較的順調に進んだ。
ISO 9001-HACCPのもとでは社内での
衛生管理が中心で、アウトソーシングや
配送の部分ではあいまいさが残ってい
たが、ISO 22000ではすべての取り組
みが明確になった。また、ルールの一つ
ひとつに「なぜやらなければならないか」
という理由が明らかになり、社員の取り
組み意識も高まってきた。
「当社の属するワタキューグループで
は、グループ社員全員に、基本方針の
徹底、報告・連絡・相談、早期発見・早期

治療、率先垂範という4つの約束を徹底
しています。このことは、ISOの取り組み
にもつながるもので、携わる人が全員参
加型で前向きに取り組み続けなければ、
効果をあげることができないのではない
かと思います」。
同社では、ISO 22000の認証取得

で、食品安全のレベルが一段と強化さ
れ、同社への信頼性がさらに高まること
を期待している。また、米子CKでの活
動は、他の施設の社員にもよい刺激と
なり、全社的な安全意識向上にもつな
がっている。
「各段階できめ細かく改善に取り組む
活動が積み重なることが、当社の商品の
オリジナリティや価値向上、競争力向上
に結びつくのではないかと思います」。
今後、米子CKで認証取得に携わっ

たスタッフを橋渡しとして、他の施設にも
取り組みを展開し、時期を見てさらなる
認証取得を進めていく方針だ。

*ISO 9001-HACCP
ISO 9001にCodexガイドラインのHACCPを組合せた
JQA独自の認証サービス。食品の安全性のみならず、
嗜好性や適法性など品質に対するトータルなシステム
構築・運用が可能。

■日清医療食品株式会社の概要
所 在 地： 営業本部セントラルキッチン事業部：東京都千代田区丸の内
 ヘルスケアフードサービスセンター米子：鳥取県米子市 
設　　立： 1972年9月25日
業務内容： 医療施設、介護保険施設、社会福祉施設及び保育・学校への給食に関する
 設計・開発、製造及び配送 
■ISO 22000初回登録：2011年10月28日

第5回

乳井真一部長
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　JQAではお客さまのお役に立つ審査サービスの提供を目指し
て、審査終了時にアンケートを実施しています。速報値では、審
査を受審いただいた8割以上のお客さまが、審査によって業務改
善や社内の課題解決につながったとご回答いただいています。ま
た、今後の審査で重要視される点でも業務改善や課題解決を選
ばれたお客さまが最も多く、外部の視点を今後も積極的に社内

のシステム改善につなげようとするお客さまの期待がうかがえま
した。
　JQAは、お客さまからの審査に対するご要望をよりきめ細かく
把握するために、今年から審査アンケートの内容を改訂しました。
今号では2011年1月から6月にかけて実施した審査に関するご意
見の一部をご紹介します。

審査の実施について

審査内容につきまして下記、A～Gにあてはまる項目がありましたら、チェックをお願いします。（複数選択可）

A. 貴組織の自主性・自立性が配慮されていた
B. 今後のISO活動の動機付けになった
C. 改善や課題解決につながった
D. 貴組織の業務の流れに沿って現場の審査を実施していた

E. 貴組織との双方向のコミュニケーションがとれていた
F. 事業の業態・規模を認識した審査だった
G. 経営に役立つところがあった

　4,000件の審査のうち、8割以上のお客さまが改善や課題解決に
つながったとご回答いただきました。この結果は、お客さまに審査
を通じた改善ポイントをご提供することを、審査の価値と考える
JQAとして、大変、意を強くしております。一方で、今回の審査で改善
につながったとご回答いただけなかったお客さまに対しても、価値
提供を実現できる審査を目指してさらなる審査技術の向上に努め

ていきたいと考えております。その他に約6割のお客さまから、今後
のISO活動の動機付けになった、事業の業態・規模を認識した審査
であった、組織の自主性・自立性が配慮されていた、組織の業務の
流れに沿って現場の審査をしていた、とご回答いただいております。
　なお、他の設問に関するアンケートの集計結果は次号でご紹介
する予定となっておりますので、ご期待ください。

【フリーアンサー】
• 品質については文書、記録の有効性・必要性の視点から適正化/スリム化、環境については環境側面の抽出で効率や品質の向上を図ることにより間接的な
環境負荷低減につながる(ムリ、ムダを無くすこと)という視点を説明いただき、今後の活動につなげていきたいと思います。（QMS/EMS　ゴム・プラスチック）

• 予防処置、記録の記載、有効性を意識したＰＤＣＡ、コミュニケーションなど、これからの活動に参考になる項目について、審査時、中間会議で情報交換、確
認ができ、有意義であった。審査員の経験、専門業務を踏まえて指摘された指摘は大変印象に残った。（QMS　サービス）

• 限られた時間内で具体的な例を交えて、大変有効な審査をしていただきました。環境からすこし離れるかもしれませんが、今後の業務改善にシステムを直結
できるような発想の転換が、今回の審査の最大の財産です。（EMS　研究・開発）

• 自社の弱いポイントを的確に指摘していただき、大変参考になった。品質管理の重要性を再認識する事ができた。審査後に改善の機会を組織で実践して
やろうという強い気持ちを持つ事ができた。（QMS　パルプ・紙）

設 問

回答結果

■ 本件に関するお問合せ先
マネジメントシステム部門　企画・推進センター　品質推進室　担当：望月　TEL：03-6212-9648
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JQA審査アンケートの結果から

審査に業務改善・課題解決を期待 ■審査アンケート回答手順

JQAでは引き続き、審査を受審いただいたお客さまにアンケートへのご協力をお願いしております。アンケート
にはWebから回答いただくことになりますので、右記の手順に従ってご回答をお願いします。

JQAホームページ（http://www.jqa.jp）から「ISO
認証」へ入り、「審査アンケート 受審組織認証画面へ」
をクリックしてください。

JQAメンバーズサイトのトップページの右側中央に「審査アンケート」のボタンが設置してあります。これをクリックしてください。
「審査アンケート」のトップページが表示されます。

ユーザー名とパスワードの入力画面が表示されま
すので、お客さまのユーザー名とパスワードを入力
してください。（半角英数小文字）

○○○○

●●●●●

JQAホームページ ISO認証

JQAメンバーズサイト
トップページ JQA審査アンケート トップページ

ユーザー名、
パスワードを入力

クリック

クリック

クリック
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規 格 情 報

ISO本部では、マネジメントシステム規格間の整合を図るための取り組みが進んでおり、早ければ2012年中にも新しい枠組みが

決定する見通しです。これ以降に発行、改定される規格は、この新しい枠組みを積極的に採用することになっており、2015年に予

定されているISO 9001、ISO 14001の両規格の改定を始め、すべてのマネジメントシステム規格に適用される可能性があります。
ITSMSの国際規格ISO/IEC 20000-1:2005（情報技術－サービスマネジメントシス

テム要求事項）の改定版ISO/IEC 20000-1:2011が4月12日に発行されました。JQA

は、2012年7月（予定）の当規格のJIS発行と同時に移行審査を開始する予定です。

以下に規格改定の概要と、移行審査のスケジュールをご案内します。

ハイレベルストラクチャー採用の可能性も
JIS発行と同時に審査開始予定

JTCGでの規格間整合化の取り組み

　2006年、ISO本部にJTCG（Joint Technical 
Co-ordination Group = 合同技術調整グルー
プ）という委員会が設置され、マネジメント
システム規格の整合性向上の手順などに関
して、改定・作成を含めた作業が行われてい
ます。以前からISO 9001とISO 14001など、
複数の規格の要求事項・用語に統一性がな
く、導入する組織にとって負担となっている
ということが指摘されていました。このため、
ISOでは当初、ISO 9001とISO 14001の統
合規格に向けた検討が行われていましたが、
JTCGのもとではこれを発展的に解消し、セク
ター規格を含めたすべての規格の根幹とな
る「ハイレベルストラクチャー（HLS）」の策定
に向けた取り組みが進められています。
　HLSとは、すべてのマネジメントシステム
に適用できる共通の構造、テキスト、用語の
定義を定めるものです。JTCGには各規格の
要求事項作成に携わるTC（専門委員会）、SC
（分科委員会）などのメンバーが参加し、共
通テキストと用語の定義の2つのタスク
フォースに分かれて検討を行いました。その

内容はJTCGの国際会議で討議され、直近の
2011年9月の会議でFDIS（最終国際規格案）
が採択されました。ただし、コメントが多数寄
せられたため、2011年12月にJTCGの会議
が開催され、再度当該FDISに対する検討が
行われる予定です。

ISO 9001、ISO 14001では
2015年改定で適用か？

　HLSは表のような構成となっており、以下
の原則のもと、各規格に適用されます。
• HLSの採用は各TC/SCが判断
• HLSは1章～10章からなり、当該章番号は
いかなる場合も変更不可
• 内容も一言一句変更してはならない
• 各規格独自の用語・要求事項等を付加す
ることは可能
　まず、2012年に国際規格が発行予
定の道路交通安全マネジメントシステ
ム ISO 39001（P20参照）では、先行し
てHLSが採用されています。また、2012
年ごろ規格改定が行われるISO 27001
にもHLSが適用されます。ISO 9001、

ISO 14001では2015年に予定されている次
期改定で適用される可能性があります。
　HLSの主な特徴としては、6.1項の要求
事項の中にリスクの概念（the risks and 
opportunities）が規定されていること、期待さ
れた成果の達成と望まない効果の回避につ
いて規定されていることなどがあげられます。
　HLSは、各規格に共通する要素を抽出し標
準化を図ったものなので、概して既存の要求
事項と大きく相反することはありません。
　今後、各規格にHLSが適用されると、規格
間の要求事項が相反することがないため、複
数の規格を導入する組織の負荷が小さくな
り、JQAが推進する複数規格の統合も一層進
めやすくなるなどの効果が期待されます。
　JQAでは、これからも各マネジメントシステ
ム規格の改定等の動向を通じて、HLSに関
する情報も適宜発信していく予定です。

＜主な改定内容＞
● 従来ITサービスマネジメントであったタイトルがサービスマネジメントとなり、サービス
プロバイダーに対象が広がったことを示唆

● 他のマネジメントシステム規格（ISO 9001、ISO 14001、ISO/IEC 27001）との整合
● ITIL Ver.3との整合
● プロセス間のインターフェースのレビュー
● 2005年版作成時に未処理の改善提案への対応　　　他

＜規格のご購入＞
規格の購入は財団法人日本規格協会（JSA）のウェブストアで購入が可能です。
JSAホームページ： http://www.jsa.or.jp/　ISO/IEC 20000-1:2011 邦訳冊子：￥14,700

　当規格の認定機関である一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）の発表に
よれば、移行期限はJIS発行から2年間の予定です。なお、既に取得されているお客さま、これ
から認証を取得されるお客さまには、2011年版の移行審査に関し、別途ご案内を差し上げ
る予定でおります。

ISO 9001とISO 14001の2015年（予定）改定の動向 ISO/IEC 20000:2011の
移行スケジュール

■ 本件に関するお問合せ先
企画・推進センター　事業推進部
担当：藤波　TEL：03-6212-9449

■ 本件に関するお問合せ先
企画・推進センター　事業推進部　担当：藤波　TEL：03-6212-9449

1. 適用範囲
2. 引用規格
3. 用語及び定義
4. 組織の状況
 4.1 組織とその状況の理解
 4.2 利害関係者のニーズ及び期待の理解
 4.3 マネジメントシステムの範囲の決定
 4.4 XXXマネジメントシステム
 ※XXXには環境、品質などの対象となる
 マネジメントシステム分野の名称が記述される
5. リーダーシップ
 5.1 一般
 5.2 経営層のコミットメント
 5.3 ポリシー
 5.4 組織の役割、責任及び権限
6 計画
 6.1 リスク及び機会への行動
 6.2 XXX目的及び目的を達成するための計画

7. 支援
 7.1 資源
 7.2 力量
 7.3 認識
 7.4 コミュニケーション
 7.5 文書化した情報
  7.5.1 一般
  7.5.2 作成及び更新
  7.5.3 文書化した情報の管理
8. 運用
 8.1 運用計画及び運用管理
9. パフォーマンス評価
 9.1 監視、測定、分析及び評価
 9.2 内部監査
 9.3 マネジメントレビュー
10. 改善
 10.1 不適合及び是正処置
 10.2 継続的改善

■ マネジメントシステム規格共通テキストの章構成

■ ハイレベルストラクチャーの位置づけ

■ 規格改定・移行スケジュール表（予定）
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ISO/IEC20000-1:2005

2011年4月12日

2011年6月1日

2012年7月予定

ISO/IEC20000-1:2011

ISO/IEC20000-1:2011対訳版

JIS Q 20000-1:2007 JIS Q 20000-1:2012（予定）

移行期間（24カ月）
2012年7月予定 2014年7月予定
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